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1． 本年度の研究成果 

1） がん患者の労働損失の推計 

患者調査などの既存統計をもとに、胃がん患者を例に 1年間の延べ外来患者数、延べ入院患

者数を推計した。さらに、がん患者を診断 1年以内、診断 1年以降に分けて、1 年間の外来、

入院、死亡による労働損失を推計した（表 1）。死亡による労働損失の算出は 40～75 歳を対象

とし、割引率は年 3％として算出した。 

 

表１ 胃がん患者数の推計と労働損失 

  診断 1 年以内 （％） 診断 1 年以降 （％） 

推計患者数（人）         

延べ外来患者数 1,512,459 96.1 614,581 90.3 

延べ入院患者数 52,480 3.3 59,703 8.8 

死亡者数 8,531 0.5 6,471 1.0 

労働損失（億円）         

外来 152 10.8 43 3.8 

入院 83 5.9 103 9.3 

死亡 1,166 83.2 965 86.8 

合計 1,401   1,111   

図１年齢別の労働損失 

 



 診断 1年以内の胃がん患者の労働損失は 1,401億円、診断 1年以降の胃がん患者の労働損失

は 1,111億円と推計した（表 1）。両者共に、死亡による労働損失が 80%以上を占めていた。年

齢別に見ると、診断 1年以内の胃がん患者では 60-64歳、診断 1年以降の胃がん患者では 55-59

歳の労働損失が最大であった（図 1）。 

 

2） モデルによる胃がん医療費の推計 

マルコフモデル・モンテカルロシュミレーションを用いて、胃がんについて 5つの健康状態（健

康、早期がん、進行がん、胃がん治療後、死亡）を含む疾患移行モデルを作成した。40歳男性 1

万人が全く検診を受診しない場合、内視鏡検診を受診した場合の総費用を比較した（図 2）。内

視鏡検診受診について、対象年齢や検診間隔の条件を変化させて検討した。ただし、費用につい

ては、検診費用、診断費用、初回治療費用に限定し、割引率は年 2%とした。 

検診を全く行わない場合の総医療費は10億5千万となり、99.5％は初回治療費が占めている。

現在行われているＸ線検診と同様の条件（40～69 歳対象、毎年検診、受診率 30％）を導入した

場合、治療費は 13％減少するが、検診関連費用 7億 8千万円が必要となり、総医療費は 17億 7

千万円となった。しかし、厚労省の新たな指針に基づく検診方法（50～69 歳対象、隔年検診）

で同様の受診率 30％の場合には、治療費は 9％減少するが、検診関連費用 2億 3千万円が必要と

なり、総医療費は 9億 7千万円となった。 

 

図 2 40歳男性 1万人の胃がん関連医療費の推計 

 

3） 胃内視鏡検診の費用効果分析 

2）で用いたモデルを用いて、Ｘ線検診を比較対照として、内視鏡検診の費用効果分析を行

った。Ｘ線検診、内視鏡検診の受診率は 30%と仮定し、実施要件として、対象年齢を 40～69歳

及び 50～69 歳、検診間隔を 1 年と 2 年で変化させて検討した。Ｘ線検診を比較対照とした場



合の内視鏡検診の増分効果比（円/QALY）を検討した。 

 現在行われているＸ線検診と同様の条件（40～69歳対象、毎年検診）を比較対照として同条

件で内視鏡検診を行った場合の増分費用効果比は 599（万円/QALY）となり、薬剤に関する福田

班ガイドラインで設定した閾値（500万円/QALY）を超えていた。厚労省の新たな指針に基づく

検診方法（50～69歳対象、隔年検診）の条件でＸ線を比較対照とした場合、開始年齢（40歳、

50歳）検診間隔（1年、2年）を組み合わせた 4つのタイプの内視鏡検診のうち、50～69歳対

象、隔年の内視鏡検診が最も費用効果的な方法となった（49万円/QALY）。 

 

2．前年度までの研究成果 

1） がん医療費に関する文献的検討 

がん医療費の算出方法について、文献的検討を行なった。国内研究では診療報酬ベースの医

療費算出方法が多かった。諸外国におけるがん医療費（cost of illness）算出方法も必ずしも

標準化されていなかった。がん患者についてはがんサバイバーの定義が明らかではないこ

とから、診断後1年以内、1年以降に分けて医療費の比較検討が行われていた。 

2） がん検診の費用効果分析の標準化に関する検討 

国内で実施されたがん検診の費用効果分析の文献レビューを行った。がん検診の費用効果分

析固有の問題点を明らかにした。各種検診戦略の費用対効果評価のモデルケースとして、大腸

がん自然史モデルを使った種々の大腸がん検診戦略の費用対効果を評価した結果のレビュ

ーを行った。CTコロノグラフィーの導入・FOBTの受診率向上ともに、費用対効果は良好で

あった。がん死亡率減少や獲得QALYなど、より臨床的重要性の高いアウトカムに着目した上で

の検診戦略の費用対効果評価を呈示できた。 

3） 胃内視鏡検診のための医療資源の推計 

 平成27年度以降に導入予定の内視鏡検診の処理能について、既存統計を用いて推計した。現

在行われている胃がん検診の30％が内視鏡に置き換わった場合、内視鏡検査件数 
（現在1,0976,508件）は9.6％（約105万件）増加する。現在のＸ線の受診者が30%置き換わっ

た場合、政令指定市・中核市では、5％以下の内視鏡件数の増加で50％が対応可能であった。一

方、2次医療圏で5％以下の内視鏡件数の増加で対応可能な医療圏は11.3％にすぎなかった。 
 

3．研究成果の意義及び今後の発展性 

 がん対策は生命予後の改善に重点が置かれてきたが、がんサバイバー増加と共に、新たな対

策が期待されている。胃がんを例にがん患者を診断1年以内、1年以降に分割し、その労働損失

を検討した結果、50~64歳においてその負担が大であった。がんよる経済的負担は、特に生産世

代の労働損失が大きく、その改善策の一つとして予防対策の効率的運用が求められている。同

年代は、がん検診などの予防対策の対象としても重要である。次年度以降、市町村における対

策型検診への導入が決定している内視鏡検診は、同年代を対象としたＸ線検診に比べて、費用

効果的であることが判明した。 
がん医療には、初回治療、経過観察、死亡に至るまで、臓器ごとに多種多様な治療法が存在

する。既存統計は基本的に断面調査であり、経時的な医療費を把握することは困難である。こ

のため、次年度に向けてＮＤＢデータベースの提供申請を行う。申請データを用いて、モデル

により、生涯にわたるがん医療費を算出し、診断1年以内、1年以降に分けて検討する。 
がん検診の費用効果分析については、胃がん検診について費用効果分析のための標準化モデ



ルを作成した。次年度以降は他のがん検診にも応用を検討する共に、がん検診の費用効果分析

の標準手法を提示する。 
 

4．倫理面への配慮 

平成 27年度研究は官庁統計、先行研究を用いた検討であり、個人情報を取り扱っていない。 
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